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研究成果の概要（和文）：　本研究は、教育がもつ「社会関係資本」の構築や社会の「レジリエンス」の醸成、
「持続可能性」の付与というソフト・パワーとしての機能に注目し、災害後の地域の復旧・復興に対して与える
影響を、学校教育の取り組みと社会変容の分析という観点から分析したものである。ニューオリンズ（米）、ス
リランカ南西部、クライストチャーチ（ニュージーランド）、成都（中国）および福島(日本）の事例を比較検
討した結果、持続可能性とレジリエンスをもつコミュニティ再生のためには、基盤となる人と人のつながりとネ
ットワーク化、信頼の醸成が重要であり、教育は人々のエンパワーメントを担う役割があることが明らかになっ
た。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify its affections on community's 
rebuilding and recovery from national disasters by focusing on the functions of education which can 
make social capital, resilience and sustainability of a community as a soft power. Comparing the 
case of post disasters at New Orleans in the USA, South-West Coast of Sri Lanka, Christchurch in New
 Zealand, Chengdu in China and Fukushima in Japan, it can be pointed out that both school education 
and non-formal education can take an important role to empower people and to make networks and 
mutual reliance which are necessary to rebuild and recovery from the disasters. People to people 
connectivity through education can be a crucial factor to realize a sustainable development 
community. 
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１．研究開始当初の背景 
 研究を開始した平成 26 年（2014 年）度は、
東日本大震災から 3 年、阪神淡路大震災から
20 年を経て、復興政策のあり方が問われてい
た。そこでは地域再生が都市計画や建造物の
再建・建築などハード面での復旧がおこなわ
れる一方で、過去の災害復旧・復興の経験を
いかに活用していくか、またその過程で、
「人々のつながり」が地域の再生にどのよう
な影響を持つかというソフト面が Aldrich 
(2012)等によって議論され、社会関係資本が
「レジリエンス」を創出する重要な要因であ
ることが指摘されている。 
 他方、本研究のメンバーの多くが所属する
日本比較教育学会では、2011 年 12 月以来、
「震災後の復興と教育プロジェクト」を行い、
主として教育と社会復興の観点から、諸外国
の災害復興の過程における教育の役割を比
較検討してきた経緯があり、本研究はそこで
の活動を基盤に立ち上げられたものである。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、教育が持つ「社会関係資
本」の構築、「レジリエンス」の醸成、「社会
や人々の生活における「持続可能性」の付与
というソフト・パワーとしての機能に着目し、
災害後における地域の復旧・復興に対して与
える影響を、学校教育の取り組みと社会変容
の分析という観点から国内外の事例の比較
研究を通じて明らかにし、地域再生のための
政策提言を行うことにあった。 
  
３．研究の方法 
 研究方法としては、メンバーがそれぞれ専
門とする地域のフィールド調査を軸に、災害
後の復興状況ならびにそこでの教育の役割
と課題を比較検討する質的調査を行った。研
究枠組みとして留意したのは、「復旧」と「復
興」の差異である。すなわち、地域の再生に
おいて、建物や施設設備等、ハード面での再
建を元あった通りに行う「復旧」に対して、
「復興」は、地域コミュニティにおける人々
のつながりや生活のあり方など、ソフト面で
の再生を含むものである。その意味で「復興」
は、「復旧」とは異なり、必ずしも元あった
通りのコミュニティを再建することにとど
まらず、新たなコミュニティのあり方を行政
面での施策を含めて実現することも含む。こ
うした認識にたち、教育が担う復旧・復興に
おいては、特に「人々のつながり」をいかに
構築するかという点がより重要であるとい
う仮説のもとに研究を行った。また、教育を
取り上げる場合には、施策を行うにあたって
当該社会の文化的側面、すなわち歴史によっ
て形成されてきた価値観や風習、生活のあり
方が、教育施策の内容や実施にも影響を与え
ることから、調査の対象には行政や経済の観
点とともに社会文化システムのあり方も含
むこととした。 
 具体的には、アメリカ（ニューオリンズ）、

スリランカ南西部、ニュージ―ランド（クラ
イストチャーチ）、中国（四川省成都）、日本
（福島）を事例として、それぞれの災害復興
後の教育の在り方を比較検討した。 
 
４．研究成果 
 初年度は先行研究による研究枠組みの構
築とそれに基づく被災地の復旧・復興計画と
現地調査を行った。この過程では、本研究の
基盤となった 2011 年 12月から行われてきた
日本比較教育学会の「震災後の復興と教育プ
ロジェクト」の活動成果も生かし、同日本比
較教育学会第 50 回大会（2014 年 7 月、名古
屋大学）において研究の進捗報告を行った。
また、メンバーのうち杉村と丸山が、日本学
術振興会による「震災に学ぶ社会科学」プロ
ジェクトにも参加した。 
 次年度は事例の継続調査の他、日本比較教
育学会第 51 回大会（2015 年 6 月、宇都宮大
学）の課題研究Ⅱ「災害後のコミュニティ復
興と教育の役割」にてパネルを組織して発表
を行い、その成果を同学会紀要の『比較教育
学研究』第 52 号の特集として発表した。 
 最終年度は、継続調査のまとめを行い、3
年間の研究活動を総括する国際セミナー「災
害後のコミュニティにおける復旧・復興と社
会システムー持続可能性とレジリエンス」を
開催した。2016 年 11 月 6 日に上智大学にお
いて開催した同セミナーでは、海外研究協力
者で物流とネットワーク形成を専門とする
中国西南交通大学（四川省成都）の王群智教
授を招聘し、あわせて上智大学および西南交
通大学の大学院生（計 13 名）による災害と
物流に関する研究発表会を開催した。 
「第 1部：災害後の物流と社会システム」の
研究発表会においては、物流システムを専門 
とする伊呂原隆・上智大学理工学部情報理工
学科教授より講評をうけた。また、「第 2部：
災害後の教育と社会システム」では、本科研
メンバーによる発表に加え、上述の王群智教
授に、「汶川と雅安大震災の物流現場解雇と
復興」という題目で、また、ニュージ―ラン
ドの専門家である高橋望・群馬大学准教授に
も「震災時における学校―ニュージーランド
を事例として」という題目でご発表いただい
た。さらに第 2部については、社会教育やコ
ミュニティ教育を専門とする西井麻美・ノー
トルダム清心女子大学教授に講評を依頼し
た。 
 以上の研究活動から明らかになったこと
は以下の通りである。 
 第 1に、災害の復興過程においては、どの
ような社会システムが構築されるかにより、
それが災害前のコミュニティのあり方や、そ
こで生活する人々の関係性を、元のかたちに
復旧させたり、あるいは元の形に基づいて発
展させようとする場合もあれば、内容そのも
のも大きく変容させてしまう場合があると
いうことである。ニュージ―ランドのクライ
ストチャーチ氏を襲ったカンタベリー大地



震後の学校の様子からは、行政の迅速な対応
や学校分権化の推進、赤十字など多様な機関
との連携、防災教育の拡充や改善を図ること
で学校システムの復旧を進める一方、新たな
形での学校づくりが模索され、学習環境の構
築や学校統廃合による学校形態、さらに学校
間ネットワークの構築など震災前のものを
発展的に構築していこうとする取り組みが
みてとれることができる。 
 他方、アメリカのニューオリンズ市におけ
るハリケーン・カトリーナ後の復興過程にお
いては、災害前と災害後で大きな差異がみら
れた。災害前の公立学校体制下においては、
脆弱な行政・財政基盤のもとで人種間の溝が
深まり、行政や政治不信があったが、復興過
程で、復興支援や緊急支援によって公立学校
が自律性の高いチャータースクールに転換
されると、教育機会の拡大や居住地区に縛ら
れない通学等の問題解決、学力保障の改善な
どがみられ、子育てや教育的利害を共有した
新たな相互扶助関係が形成されるようにな
った。このことは、前述のクライストチャー
チ市の事例が、元からあった学校システムの
拡充を軸にしているのに対して、ニューオリ
ンズ市では、旧来とは異なる学校システムを
導入することにより、コミュニティの再編に
までつなげようとする大きな変容がみられ
る。 
 さらに中国の四川省で起きた四川大地震
の復興においては、同省北川県の例にみるよ
うに、町全体を隣接の地域に移転させるなど、
元の地域社会のあり方そのものが全く作り
変えられるなかで、災害を機に、災害前にあ
った教育の不備や欠陥をふまえて災害後に
教育のあり方そのものを再構築する「発展的
復興」という考え方がとられ、教育の最適化
を図ろうとする動きがみられた。 
 第 2に、復興の過程での人々のエンパワー
メントには、学校教育のみならず、学習者の
主体性と学習環境の柔軟性を前提としたノ
ンフォーマル教育も大きな役割を果たして
いることが明らかになった。スマトラ沖地震
によるインド洋津波被の被害を受けたスリ
ランカの事例は、制度やインフラ施設などが
強靭ではない途上国の復興事例である。政府
機関など行政の対応が遅れる中で、外国や国
際機関、NGO、宗教団体等からの緊急支援を
基に人々は相互扶助や救援活動を展開し、な
かでも旧来、社会・経済的に疎外されていた
女性たちがエンパワーされて地域に参画す
るようになるなど、災害以前の状態とは異な
る復興が展開された。 
 第 3に、災害が起きたあとの復旧・復興過
程には、災害前に形成されているコミュニテ
ィにおける人間関係のあり方や相互信頼が、
災害時の救援や復興過程における相互扶助
にも強く影響するということが指摘できる。
この点は、スリランカにおける復興過程で、
普段から地域住民と教員、また教員同士の間
の信頼関係があったことを住民が語ってい

ることにも示されている。 
 これらは、持続可能な地域社会の構築に必
要不可欠な視点であると同時に、そうした
人々の絆の形成は、長期的視点にたって考え
て初めて持続可能性とレジリエンスを兼ね
備えたコミュニティのあり方を可能にする
といえる。このように、人々の絆とコミュニ
ティのあり方を構築するうえで、教育が果た
すべき役割は、学校教育とノンフォーマル教
育双方の視点から、人々のエンパワーメント
に資することである。このことは、生涯学習
や社会教育の観点からみた場合、レジリエン
スやエンパワーメントの育成が、復興におけ
る生涯学習、社会教育の目的のひとつとして
重視されているということにつながる。 
 以上述べた視点をふまえて東日本大審査
後の復旧・復興過程を考えると、災害前にあ
った教育制度に対する評価や、教育現場を支
える教師や人々の考え方に支えられ、一方で
は元の通りの学校形態を復元し再建しよう
とする「復旧」の動きがみられる。このこと
はコミュにティ全体にも当てはまり、災害前
に会った人々の生活基盤が復旧の際にも大
きな礎となる。 
 他方で、被災地ごとに、新たな地域づくり
を目指そうとする動きもみられる。岩手県、
宮城県、福島県の被災三県の復興構想の中で
は、災害に強く安全に安心して暮らすことの
できるまちづくりや、生活と学び、仕事が確
保された一人一人の生活保障、学校・教育・
地域が一体となった学びの場の構築など、災
害復興を新たな教育再生の重要な転機とと
らえる動きがある。これらは、文部科学省が
「復興教育」を「東日本大震災の教訓を踏ま
え、被災地の復興とともに、我が国全体が希
望を持って、未来に向かって前進していける
ようにするための教育」と定義していること
とも連動している。 
 しかしながら、福島に焦点をあわせると、
福島の復興と再生には、1）震災以前に存在
していた人口減少や高齢化、少子化、地域の
過疎化等の問題、2）震災によって発生した
福島第一原子力発電所の事故に伴う健康不
安や、避難・帰還問題、原発そのものを巡る
課題、3）震災後に深刻化した問題（風評被
害や偏見・差別、家族やコミュニティの信頼
関係の分断）があり、これら 3つの課題が複
雑に関係している。特に福島第一原子力発電
所の事故に伴う問題は、他の災害復興にはみ
られない問題であり、こうした状況下におい
てコミュ二ティのレジリエンスを醸成する
ためには、復旧を目指す部分と、新たな社会
システムの構築を目指す部分の両方に対応
する必要がある。その際に、教育が担うコミ
ュニティ再生の役割は、災害前からのコミュ
ニティにおける人々のネットワークや相互
信頼を基盤に、状況の変化にも対応したかた
ちで復興を実現していくことである。そうし
た復興過程を長期的視野にたって持続可能
性を持って展開するためには、単に学校教育



のみならず、ノンフォーマル教育も含めた幅
広い人々の学びを支えることが重要である。
そこでは、知識や情報の習得や共有はもちろ
んであるが、人々の希望や興味、関心と結び
ついた価値観がコミュニティの発展の糧と
なることに留意し、同時に、人々がともに学
び合うことで新たな見解や価値観が生み出
されることもふまえながら、教育実践を展開
する必要がある。 
 なお本研究で明らかになったことは、本研
究事業をもって完結することはなく、今後も
様々な事例を通じて継続研究が必要である。
今後の災害の特徴及びその復旧・復興過程如
何によっては、今回明らかにした視点とは別
の観点が指摘される可能性もある。そのため、
本研究の成果を基に、平成 29 年度からは、
メンバーの一人であった大倉健太郎が研究
代表者となり、新たなメンバー構成のもと、
平成 29 年度基盤研究Ｃ「災害復興に資する
社会関係資本を核とした公教育の役割と地
域再生モデルの国際比較研究」を申請した結
果、採択され、実施することとなった。 
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